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  沖縄電力株式会社 

沖縄エリアにおける水素混焼発電実証の実施について 
～NEDO水素社会構築技術開発事業に採択～ 

当社は、2050 年 CO2 排出ネットゼロの実現に向けて「再エネ主力化」と「火力電源の

CO2排出削減」を柱とするロードマップを掲げ各種施策を推進する中、火力電源の CO2排

出削減に寄与する重要な施策の一つとして、クリーン燃料の利用拡大に向けた水素混焼発電

について取り組んでまいりました。 

この度、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、NEDO）が公募す

る「水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発／地域モデル構築技術開発」に応

募し、「実商用系統を用いた調整力電源の水素混焼運用技術開発と沖縄地域水素利活用モデ

ル構築」（以下、本事業）が採択されました。 

本事業では、再エネ導入拡大に伴い重要となる調整力火力電源の脱炭素化を目指し、吉の

浦マルチガスタービン発電所において水素混焼発電試験を行います。 

具体的には、小規模独立系統である沖縄エリアの実商用系統を実証フィールドとして、調

整力電源としての水素混焼発電運用技術を開発します。また、水素の供給については、沖縄

県内の未利用副生水素などの活用を検討し、地域資源の有効活用による地産地消型の水素

供給利活用モデル構築を目指します。水素混焼発電試験開始は2023年度末～2024年度

上期を見込んでおり、国内事業用既設火力発電所における水素混焼（体積比 30%規模）とし

ては全国に先駆けた※取り組みとなる見込みです。 

本事業を通して得られる成果は、沖縄エリアと類似する国内外の島嶼部やマイクログリッド

を志向するエリアへの展開、更には産業用途を含めた既設設備の水素混焼化モデルとしての

確立など、国内外の早期のカーボンニュートラル推進に寄与する技術開発となることが期待

できます。 

当社は、沖縄エリアにおける水素利活用のファーストムーバーとなることで水素社会構築

に積極的に寄与するとともに、持続可能なエネルギーシステムを構築し、安定供給と地球温

暖化対策の両立に向けた取り組みを進めてまいります。 

※ 当社調べ（国内事業用既設火力発電所における水素混焼実証（体積比 30%規模）として） 

＜事業実施期間＞ 2023年度～2025年度  

＜参考＞NEDOホームページ 

https://www.nedo.go.jp/koubo/SE3_100001_00041.html

【別紙】本事業の概要について 

以 上



本事業の概要について ①吉の浦マルチガスタービン発電所の概要

1

別 紙

1 多様な燃料の活用が可能
LNG（通常）、灯油、バイオエタノール

2 多様な用途に活用が可能
電力ピーク対応、沖縄本島全電源喪失からの復帰、
電源喪失時の発電所保安電源、ボイルオフガス処理

3 県内唯一のLNG基地内に立地

沖縄本島の中心である那覇市近郊の中城村に立地する沖縄電力 吉の浦LNG火力発電所
内に設置された3.5万kWマルチガスタービン発電所。

体積比率30%
程度の水素混
焼化改造

他地域、島嶼部への展開も期待できる数万kW級ガスタービンでの水素利活用を目指し、パイロットケースとして水素混焼
化し、実商用系統接続下での燃焼試験を行う。



本事業の概要について ②事業の全体像
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開発項目1
調整力電源における
水素混焼発電運用技術の確立

開発項目２
発電所向け県内未利用副生水素の供給モデル構築

開発項目３
再エネ電力有効活用によるターコイズ水素製造モデル構築検討

①調整力電源としての
水素混焼発電運用技術開発

③沖縄エリアの水素初期需要の創出

②島嶼地域等における環境性、経済性を両立した水素供給利活用モデル構築

脱炭素社会実現に向け、①調整力電源としての水素混焼発電運用技術の開発、②島嶼地
域等における環境性、経済性を両立した水素供給利活用モデルの構築を目指す。

本事業で水素混焼を行う吉の浦マルチガスタービン発電所は③沖縄エリアでの水素初期需要
の創出を担う計画である。

本事業の成果については、地域における水素供給利活用のモデル構築に寄与するとともに、規模の大きな島嶼部やマイクロ
グリッドを志向する地域、さらには産業用途含む多数の既存および新設ガスタービン等への展開が期待される

混焼改造・副生水素の実供給を行い実証を実施 詳細FSを実施し継続検討



本事業の概要について ③事業の意義(１)
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 再エネ導入拡大に伴い、電力系統の負荷変動、周波数変動は増加し、調整力としてのバックアップ火力電
源の必要性は更に増加する。

 調整力電源への水素混焼運用技術確立は、再エネ導入拡大と調整力電源のCO2排出削減の2つを獲
得できるカーボンニュートラルの実現に向けた重要な取り組みとなる。

再生可能エネルギーの
大量導入

調整力（火力電源）
の脱炭素化

調整力電源としての水素混焼発電運用技術開発によるカーボンニュートラルへの寄与

ガスタービンでの
水素混焼技術

LNG H2

水電解・メタン直接改質等

調整力の提供

水素初期
需要創出

再エネ電力の
活用

再エネ主力化
へのサイクル

＜課題＞
 電力系統の負荷変動、周波数
変動の増大

 余剰電力（出力制御）による
再エネの採算性悪化

出所：三菱重工業

出所：経済産業省



本事業の概要について ③事業の意義(２)
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調整力電源（ガスタービン）での
水素混焼実証

地産地消型
サプライチェーン

再エネを有効活用した地産水
素製造

地域コミュニティ（沖縄
エリア）における水素利
活用モデル構築

地域未利用副生水素の有効活用

水素
混焼

吉の浦マルチガスタービン発電所

再エネ電源を用いた
メタン直接改質等

LNG H2

CNT

 一定規模の水素需要創出によっ
て地域水素社会モデル構築が可
能となり、他産業、モビリティ用途
への水素展開も期待される。

H2

 モビリティ需要には過大な未利用副生
水素を発電用途として展開することで
地域の水素拠点化を図る。

 水素需要創出による地域水素
供給拠点化の進展

 海上輸送コスト不要な地産水
素供給の段階的実施

H2
 地産水素および副生物の事業展
開による新規産業創出（地方創
生）および地産地消モデルの構築
を図る。

 島嶼地域のように水素利用の需要規模が比較的小さいエリアでは、水素を安定的に利活用する需要先の
創出が重要である。

 吉の浦マルチガスタービン発電所における水素混焼実証が沖縄エリアにおける水素利活用（需要）の
ファーストムーバーとなることで、県内未利用副生水素等供給の起点となり、地域コミュニティにおける水素
供給から利活用までのモデルを構築することができる。

燃料電池トラック燃料電池自動車

出所：経済産業省

※大量の水素を必要とする大規模電源等への展開は
将来的には大規模海外クリーン水素輸入等が必要。



事業実施者

沖縄電力 委託先

委託先

りゅうせき

エア・ウォーター

沖縄県、内閣府沖縄総合事務局等

連携・意見交換

【主な役割】
全体統括

（１）調整力電源における水素
混焼発電運用技術の確立

【主な役割】
（２）発電所向け県内未利用副生
水素の供給モデル構築

【化学メーカー】

昭和化学工業

【主な役割】
（３）再エネ電力有効活用によるター
コイズ水素製造モデル構築検討

【副生水素拠点市町村】

うるま市

本事業の概要について ④実施体制および各社実施内容

５

協力先



本事業の概要について ⑤沖縄電力ＣＯ２排出ネットゼロロードマップ

６

本事業での取り組み


